
 
 

 

 

「消費者被害についての意識調査」について 

（平成 22 年度第１回消費生活ウォッチャー調査） 
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１．調査目的 

本調査は、消費生活ウォッチャー調査を利用して、国民の消費者被害に対する意識

等を把握することにより、今後の消費者の権利の擁護及び推進を図るための適切な行

政の促進を図り、もって基本的な政策の企画及び立案の参考とするものである。 

 

２．調査対象（消費生活ウォッチャー） 

 消費生活ウォッチャーとは、下記条件を満たすアンケートモニターである。平成 22

年度は、郵送モニター・WEB モニターの計 2,000 名により構成された。 

▼平成 22 年４月１日現在、満 18 歳以上の男女 

▼日本国内に在住していること 

▼国が実施する他のモニター等と兼務していないこと 

 

３．調査期間 

平成 23 年１月 18 日（火）～平成 23 年１月 24 日（月） 

 

４．調査実施機関 

株式会社 タイム・エージェント 

 

５．アンケート方法及び調査票回収結果 

▼郵送アンケート調査及び WEB アンケート調査 

▼送付数：2,000 名 

▼回収数：1,740 名 

▼回収率：87.0％ 

▼回答者の属性については２．及び３．（５）以下を参照 

 

６．記載事項について 

①図表中のＮとは、比率算出の基数を表すもので、原則として回答総数（1,740 名）又

は、分類別の回答者数のことである。 

②百分比（％）は、小数点第二位で四捨五入し、小数点第一位までを算出した。その

ため、比率の合計値が 100％にならない場合がある。 

③「〔いくつでも〕」又は「〔３つまで〕」と表示のある質問は、２つ以上の複数回答を

認めているため、回答計は 100％を上回る。 

④集計表の「-」は、回答者が皆無であること、すなわち「０」であったことを示す。 
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７．回答者の属性 

 性別 

回答者 人数（人） 構成比（％） 

全体 1,740 100.0 

男性 819 47.1 

女性 921 52.9 

 

 年齢 

回答者 人数（人） 構成比（％） 

全体 1,740 100.0 

30 歳未満（18～29 歳） 239 13.7 

30 歳代（30～39 歳） 335 19.3 

40 歳代（40～49 歳） 302 17.4 

50 歳代（50～59 歳） 322 18.5 

60 歳代（60～69 歳） 299 17.2 

70 歳以上 243 14.0 

 

 職業 

回答者 人数（人） 構成比（％） 

全体 1,740 100.0 

正社員 

（公務員・団体職員含む） 
498 28.6 

パートタイム従業員、アルバイ

トなど正社員以外の被雇用者 
265 15.2 

会社・団体などの役員 37 2.1 

自営業 

（農林漁業、商工サービス、自

由業などを含む） 

138 7.9 

専業の主婦・主夫 424 24.4 

学生 55 3.2 

無職 

（専業の主婦・主夫を除く） 
293 16.8 

その他 30 1.7 

 

 

  



 

８．質問

（1）これ

 

 

Ｑ１ 

 

 

▼ これ

した方

を受け

となっ

 

 

 

 

 

問と回答 

れまでに

あなたは

たことが

れまでに購

方は 29.3％

けたことが

っている。

購入した

、これまで

ありますか

購入した商品

％、「ない」

が「ない」と

 

 

ない 59.

わからない

た商品や利

でに、購入

か。（○は１

品や利用し

と回答し

と回答して

9%

い 10.8%

3

利用したサ

入した商品や

１つ） 

したサービス

た方は 59.

いる。また

サービスの

や利用した

スで被害を

.9％となっ

た、「わから

の被害経験

たサービスに

を受けたこと

っており、半
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ある 29.

N=1740

験につい

について被

とが「ある

半数以上の

回答した方

.3%

て  

被害を受け

る」と回答

の方が被害

方は 10.8％
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Ｑ２ （Ｑ１で「ある」と答えた方にお聞きします） 

（１）その被害はどのような商品・サービスに関するものですか、下記選択肢から

お選びください。（○はいくつでも） 

（２）また、最も印象に残っている事例に◎を付けてください。 

 

▼ （１）の回答として、「その他の商品」及び「その他のサービス」がそれぞれ 17.9％、

10.4％と最も多く、多様な商品・サービスで消費者が被害を被ったと認識しているこ

とが伺われる。 

 

・商品に関して    ・サービスに関して 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.9%

10.4%

8.6%

5.5%

5.5%

5.1%

4.9%

3.9%

3.5%

3.3%

2.9%

2.6%

2.6%

2.4%

2.4%

2.2%

2.2%

2.0%

2.0%

1.8%

1.8%

1.8%

1.6%

1.6%

1.6%

1.4%

1.2%

1.0%

0.6%

0.6%

0.2%

0.0%

17.9%

14.3%

3.7%

3.5%

0% 10% 20%

菓子類

調理食品

学習用教材（補習用・
教養娯楽・資格取得教材等）

パソコン

アクセサリー

化粧品類

寝具類

健康食品

健康器具

婦人下着（補整下着等）

浄水器

コンピュータソフト

本、雑誌、名簿、
カレンダー等の書籍・印刷物

新聞

家庭用電気治療器具
（低周波治療器、温熱治療器等）

印鑑

コンタクトレンズ

美顔器

洗濯・物干し用品

石油ファンヒーター

和服

磁気マットレス・磁気用品

電子レンジ類

テレビ

戸建住宅（購入）

ビデオソフト・DVDソフト

ミシン

室内照明器具

集合住宅（購入）

椅子類

宅地

ストーブ

絵画・書画

瞬間湯沸器

ソーラーシステム

その他の商品

15.9%

5.9%

5.9%

5.7%

5.3%

5.3%

5.1%

5.1%

3.9%

3.7%

3.7%

3.5%

3.5%

3.3%

3.1%

2.8%

2.0%

1.8%

1.8%

1.4%

1.2%

1.2%

0.6%

0.2%

0.2%

0.0%

0.0%

10.4%

0.0%

6.9%

4.7%

4.5%

0% 10% 20%

クリーニング

内職・副業

住宅リフォーム

エステティックサービス

投資信託

有料閲覧サイト
インターネット情報サービス等

株

賃貸アパート・マンション

美容院

生命保険

電話サービス
（契約・解約・通話料等）

プロバイダー

修理サービス

商品相場、先物取引、為替相場等

債権回収業者からの請求、
クレジットカードの入退会手続き等

資格講座

海外宝くじ等

会員権（ゴルフ・レジャー関連）

新築工事

フリーローン・サラ金

電話回線を通して情報を得る
サービス（伝言ダイヤル等）

医療サービス

占い、運命鑑定等

放送サービス（テレビ・ラジオ等）

外国語会話教室

リースサービス

スポーツ施設利用

有料老人ホーム

住宅ローン

スポーツ・健康教室

その他のサービス

無回答

Ｎ＝509
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▼ （２）の回答として、「その他の商品」及び「その他のサービス」がそれぞれ 10.8％、

8.3％と最も多く、多様な商品・サービスで消費者が被害を被ったと認識していること

が伺われる。 

 

 

・商品に関して    ・サービスに関して 
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.3%

0.0%

3.5%

1.8%

1.6%

0% 10% 20%

クリーニング

内職・副業

住宅リフォーム

賃貸アパート・マンション

株

有料閲覧サイト
インターネット情報サービス等

エステティックサービス

資格講座

商品相場、先物取引、為替相場等

修理サービス

会員権（ゴルフ・レジャー関連）

投資信託

美容院

生命保険

電話サービス
（契約・解約・通話料等）

新築工事

プロバイダー

フリーローン・サラ金

債権回収業者からの請求、
クレジットカードの入退会手続き等

外国語会話教室

占い、運命鑑定等

放送サービス（テレビ・ラジオ等）

電話回線を通して情報を得る
サービス（伝言ダイヤル等）

海外宝くじ等

リースサービス

医療サービス

住宅ローン

スポーツ・健康教室

スポーツ施設利用

有料老人ホーム

その他のサービス

無回答

Ｎ＝509
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洗濯・物干し用品

石油ファンヒーター

磁気マットレス・磁気用品
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カレンダー等の書籍・印刷物

戸建住宅（購入）

電子レンジ類
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コンピュータソフト

新聞

ビデオソフト・DVDソフト

和服

婦人下着（補整下着等）

家庭用電気治療器具
（低周波治療器、温熱治療器等）

テレビ
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ソーラーシステム

その他の商品



 

 

Ｑ３ 
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や手付
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Ｑ４ 
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えた方

 

契約を

契約も
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Ｎ＝

（Ｑ２（２

「あなたに

ると思わ

契約もして

付金などを

いる消費者
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「あなたに

とでしょう

も強く印象

方が過半数

契

代金

をしてしまい、

一部支払

健康被害な

もしてしまい代

（クレジットや

＝509

6

10

２）で◎を付

にとって最

れますか。

しまい、代

を一部支払っ

者も見受けら

２）で◎を

にとって最も

うか。（○は

象に残ってい

数を占めてい

契約もまだ

契約はしてし

金は全く支払

、前払金や手

払ってしまっ

どの人的な損

精神的な損

代金も支払っ

や分割払いを

6-10年前 17

0年以上前 26

付けた最も強

最も強く印象

（○は１つ

代金も支払

ってしまっ

られる。 

付けた最も

も強く印象

は１つ） 

いる事例の

いる。 

その他

だしていない

まったが、

払っていない

手付金などを

た

損害が生じた

損害が生じた

ってしまった

を含む）

.7%

6.1%

無

6

強く印象に

象に残って

つ） 

ってしまっ

った」と答え

強く印象に

象に残って

の被害にあっ

2.9%

3.3%

5.7

6

他

い

い

を

た
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た

0% 1

4-5年

無回答 0.6%

残っている

ている事例」
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に残っている

いる事例」

った時期は
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13.4%
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直近1年
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約半数の一方
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%
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年以内
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してしまい

方、精神的

いてお答え下

、いつ頃発

以内に発生

% 40%

1%

＝509

下さい。） 

どれに当た

い、前払金

的損害を感

下さい。） 

発生したこ

生したと答

 

45.2%

% 50%

 



 

 

Ｑ５ 

 

▼ 被害

 

 

 

5

（Ｑ３で

金や手付金

支払額の

（○は１

害に当たる

30-50万円以

50-100万円以

5.0%

100-150万

3.1%

「契約もし

金などを一

の中であな

つ） 

と思われる

 

10-30万円

25.1%

以下 9.3%

以下

万円以下

%

150万円超

てしまい、

部支払って

なたが被害

る金額につ

円以下

%

6.6%

7

代金も支払

しまった」

に当たると

ついては、７

その他 2.

払ってしまっ

と答えた方

と思う金額

７割以上の方

3%

った」、「契約

方にお聞きし

額はおよそ

方が 30 万円

10万円

Ｎ＝

約をしてしま

します。） 

いくらで

円以下と答

円以下 48.6%

＝259

まい、前払

しょうか。

答えている。 

 



 

Ｑ６ 

を

▼ 被害

えた方

【被害金額
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④家

③弁護

②自身の

①相談はし

N
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30-50

10-30

10万円
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金や手付金
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額と行動態

訴訟を提起

家族、知人、

交渉を

護士・司法書

交渉を依

の手で事業者

したが特に行
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「契約もし

金などを一部
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でも） 
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.8%
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② ③ ④
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と答えた方
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15% 20%

21.1 

0 

25.0 
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4.4 
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する。 （Ｎ

④ ⑤ ⑥

った」、「契約

方にお聞きし
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機関等に交渉

金額帯に現

%

% 25% 30%

15.8 

20.0 

16.7 
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5.8 

6.8 
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Ｎ＝259）
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します。） 
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渉を依頼し

現れている

3

% 35% 40

2.0 
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5.3 

10.0 
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8.3

12.0 

13.0 

18.0 

% 1

まい、前払

に何か行動

した」と答
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0% 45%
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0 
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Ｑ７ 

 

▼ 「全

被害回

 

【被害金額

▼ また

との関

くる割

回答し

「訴訟

が全体

図 1 被害

 

Ｎ＝1

弁護

家族

自

（Ｑ６で

その結果

全く返って

回復をしよ

額を取り戻

た、被害金額

関係につい

割合は全体

している。

訟を提起し

体と比べて

害金額を取り

全く返

21

護士・司法書士や

族・知人・同僚等

身の手で事業者

全く返ってこな

で②～⑤と答

果、あなたが

てこなかった

うとしても

戻すための対

額を取り戻

いては、「自

体と比して大

その一方で

した」場合は
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た 51.2%

訴

や相談機関等に交

（N=16）
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士・司法書
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28.6%

43

0% 20

返ってきた

ます。） 

った金額は返

合が半数を

な状況が伺
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直接申し入れ

ず、約３割

士や相談機

てくる割合

について（Ｎ

全額返

2

一部

返っ

一部（半分

返ってきた

3.8%

53.8%

51.0%

51.2%

14.3%

% 40%

一部（半分以

返ってきま

を超えてお

伺える。 

の結果返っ

れた」場合

割の方が「全

機関に交渉

（一部返って

Ｎ＝121） 

返ってきた

4.0%

部（半分以上

ってきた 15.

分以下）

た 9.1%

100.0%

25.0%

8.0%

9.1%

28.6%

23.1

14.0

15

60%

上）返ってきた

ましたか。（

り、消費者

てきた金額

、被害金額

全額返って

を依頼した

てくる場合

上）

.7%

25.0%

%

0%

5.7%

28.6%

23.1

27.0%

24.0

80%

た 全額返って

○は１つ）

者被害では

額（Ｑ７）

額が返って

てきた」と

た」場合や

合を含む）

%

6.3%

%

%

%

100%

てきた

 



 

 

Ｑ８ 

 

▼ 「①

責任が

【相談以外

▼ 被害金

「②自分に

 

⑥相手の事

④訴

②

150万円

100-150万

50-100万

30-50万

10-30万

10万円以

（Ｑ６で

その理由

①自身で交

があると思

外の行動を

金額にかか

にも責任が

⑦証拠を

事業者が倒産

交渉相手がい

⑤時間的

訴訟を行うこ

合わない

③どうして

②自分にも責

①自身で

できる

Ｎ＝101

15

0%

超

円

円

円

円

以下

単

「①相談は

由をお聞か

渉しても被

思ったから

をとらなか

かわらず、

があると思っ

 

を用意できな

産したり逃げ

いなくなった

的な余裕がな

ことは、金銭

いと思ったか

てよいか分か

責任があると

で交渉しても

るとは思わな

29.4 

33.3 

33.3 

.9 

27.3 

22.9 

20%

単位＝％

したが、特

かせください

被害回復が

（43.6%）」

った理由と

「①自身で

ったから」

0

⑧その他

かったから

てしまい、

た

かったから

的に割りに

から

らなかった

思ったから

被害回復が

なかった

14.3 

%

①から⑧は

（Ｎ＝

① ②

10

特に行動はと

い。（○はい

ができるとは

という理由

と被害金額

交渉しても

の割合が高

5.9%

5.0%

9.9%

0% 5% 10

23.5 

42.1 

27.3 

40%

はＱ８の回答

101）

③ ④

とらなかった

いくつでも

は思わなか

由で諦めた

】 

も被害回復

高くなって

15.8%

16.8%

0% 15% 20

33.3 

44.4 

1

25.7 

60%

答に符合する

⑤ ⑥ ⑦

た」と答えた

） 

った（43.

たと答えた方

復ができると

ている。 

34

0% 25% 30

7.6 

1

10.5 

18.2 

5.

10

3

17.1

%

る

⑦ ⑧

た方にお聞き

6％）」、「②

方が多く見

とは思わな

4.7%

43.

43.

0% 35% 40

16.7 

11.1 

.9 

0.5 

3.6 

 

5.9 

10.5

9.1 

10.0

80%

きします。）

②自分にも

見られる。

なかった」、

6%

6%

0% 45% 50

11.1 

5 

0 

17.6 

16.7 

5.3 

5.5 

2.9 

5.3 

3.6 

2.9 

5.5 

4.3

10

 

 

0%

 

00%



 

Ｑ９ 

被

▼ 解決

司法書

した

伺える

 

【相談先と

▼ 相談

た方の

 

 

③市区町

①家族、知

150万円

100-150万

50-100万

30-50万

10-30万

10万円以

（Ｑ１で

被害につい

決のために

書士に相談

（1.6％）」

る。 

と被害金額

談先と被害

の割合は 30

⑤消

④弁護士

町村や消費生

②

知人、同僚等

Ｎ＝509

2

0%

円超

万円

万円

万円

万円

以下

「ある」と

いて誰かに相

に「③市区町

談した(3.5％

といった専

額】 

害金額の関係

0 万円以上

 

⑥警察

消費者団体等

士や司法書士

生活センター

②誰にも相談

等の身近な人

38.9 

20.0 

35.7 

41.4

38.9 

41.4

20%

単

Ｎ＝2

答えた方）

相談しまし

町村や消費

％)」、「⑤消

専門機関に

係について

上の金額帯で

0

に相談した

に相談した

に相談した

に相談した

しなかった

に相談した

4 

4 

%

単位＝％

259（Ｑ４にお

①

11

 

したか。（○

生活センタ

消費者団体

に相談した方

て見ると、「

で比較的多

1.6%

3.1%

3.5%

11.4%

0% 5% 10

40.0 

40%

①から⑥はＱ

おいて金銭を

② ③

○は３つまで

ターに相談

体等に相談し

方は比較的

④弁護士や

多く見られる

%

0% 15% 20%

38.9 

42.9 

24.1 

44.4

4

60%

Ｑ９の選択肢

を支払ったと

④ ⑤

で） 

談した（11.

した（3.1％

的少数にと

や司法書士

る。 

% 25% 30%

4 

48.9 

20.0 

17.2 

肢に符合する

答えた方の数

⑥

4％）」、「④

％）」、「⑥警

どまってい

士に相談した

44.6%

45.8

% 35% 40%

5.6 

14.3 

8.3 

16

10.0 

10.3 

80%

数）

④弁護士や

警察に相談

いることが

た」と答え

%

8%

45% 50%

8.3 

6.7 

7.1 

2.8 

10.0 

3.4 

2.8 

0.8 

3.4 

2.8 

0.8 

100%

 

 



 

Ｑ10 （Ｑ

誰に

１つ

 

▼ 「①

 

 

 

 

⑤

④恥ず

③どこに相

②

Ｑ９で「誰

にも相談し

つ） 

①相談して

⑤相談する適

ずかしいので

相談すればよ

②相談せず自

①相談し

N=227

誰にも相談

しなかった理

ても仕方ない

 

適切な相手が

で、誰にも言

よいのか分か

自身で解決し

しても仕方な

7

しなかった

理由として

い」と答え

⑥その他

いなかった

えなかった

らなかった

ようとした

いと思った

0

12

た」と答えた

て、下記のう

えた方が最も

8.8%

6.6%

8.8%

8.8%

0% 5% 1

た方にお聞

うちどれが

も多い。 

10% 15% 2

聞きします。

が最も当ては

25.6%

20% 25% 3

。） 

はまります

41.4

30% 35%

すか。（○は

4%

40% 45%
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（２）仮に購入した商品や利用したサービスで被害に遭った場合について  

Ｑ11 （Ｑ１で、商品や利用したサービスについて「被害を受けたことがない」若しくは「分か

らない」と答えた方にお聞きします。） 

仮に、購入した商品や利用したサービスについて被害（振り込め詐欺を除く。以

下「消費者被害」といいます。）を受けた場合、どのように対応しますか。（○は３

つまで） 

▼ 仮に消費者被害に遭った場合、まずは身近な市町村や家族等に相談することを想定

している方が多い。他方、実際に被害に遭った場合には相談に至らない方が多く（Ｑ

９参照）、想定と実際との対応に違いが見られる。 

 

  

2.8%

6.5%

27.1%

30.4%

67.6%

71.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

⑥誰にも相談しない

⑤弁護士や司法書士に相談する

④消費者団体等に相談する

③警察に相談する

②家族、知人、同僚等身近な人に相談する

①市区町村や消費生活センターに相談する

N=1231 
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Ｑ12 （Ｑ11 で「誰にも相談しない」と答えた方にお聞きします。） 

誰にも相談しない理由として、下記のうちどれが最も当てはまりますか。（○

は１つ） 

▼ 仮に被害に遭っても誰にも相談しない理由は、実際被害に遭った場合（Ｑ10 参照）

と同様の傾向になっている。 

 

 

 

  

5.7%

5.7%

5.7%

20.0%

28.6%

34.3%

0% 10% 20% 30% 40%

⑥その他

⑤相談する適切な相手がいない

④恥ずかしいので誰にも言えない

③どこに相談すればよいかわからな

い

②相談せず自身で解決したい

①相談しても仕方ない

N=35 



 

Ｑ13 

 

▼ 被害

る方が

手段が

 

 

 

（全員に

仮にあ

等の手段

害金額が 3

が過半数を

がとられて

30

50-100

100

お聞きしま

なたが、消

を使って被

30 万円以下

を占めている

ていないこと

 

0-50万円 17.

0万円 14.0%

0-150万円 6.

150万

ます。） 

消費者被害

被害の回復

下であって

る。一方、

とがＱ６等

2%

7%

円超 3.0%

15

害に遭った場

を図ろうと

ても訴訟等の

実際に被害

等から伺える

そ

場合、被害

としますか

の手段を使

害に遭った

る。 

10

10-30万円

その他 3.1%

害の金額がど

。（○は１

使って被害回

た場合には必

万円以下 29

円 26.8%

どの程度な

つ） 

回復をした

必ずしもそ

9.1%

N=1740 

ならば訴訟

たいと考え

そのような
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Ｑ14 （全員にお聞きします。） 

あなたが被害に当たると思った金額について、それを取り戻すために何か行

動をとると思いますか。（○はいくつでも） 

 

▼ 仮に被害に遭ったことを仮定する質問では、「①自身の手で事業者に直接申し入れ

る」、「②弁護士、司法書士や相談機関等に交渉を依頼する」など、何らかの行動を起

こすことを考えていることが半数を超えている。一方、Ｑ６では「①相談はしたが特

に行動はとらなかった」と答えた方が多く、実際には被害回復を図るための行動を起

こすに至っていないことが伺われる。 

 

 

 

4.1%

9.1%

10.6%

32.1%

54.0%

59.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

⑥その他

⑤相談はしても、特に行動は

とらないかもしれない

④訴訟を提起する

③家族、知人、同僚等、

身近な人に交渉を依頼する

②弁護士、司法書士や相談機関等

に交渉を依頼する

①自身の手で事業者に直接申し入れる

N=1740 
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（３）被害に遭わないように日頃から注意していること  

 

 

Ｑ15 （全員にお聞きします。） 

消費者被害に遭わないように日頃から何か気をつけていることはありますか。

（○は３つまで） 

 

 

 

 

2.0%

1.2%

3.7%

12.6%

12.9%

29.0%

50.1%

67.5%

73.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

駅の啓発ポスター等を見ている

特に気を付けていることはない

地方自治体の広報紙等を見ている

消費者庁や国民生活センター等からの

情報を見ている

インターネットの情報を見ている

契約の際にはすぐに契約せず、一度考えたり

周囲に相談するようにしている

テレビ、新聞、雑誌等マスメディアの

報道を見ている

「必ず儲かる！」や「損はしない！」といった

うまい話には気をつけるようにしている

N=1740 



 

（４）適

Ｑ16 

止

「

（

▼ 「適

費者団

（9.3

周知は

 

【参考：平

問 2006 年

る適格性

制度が設

団体を知

適格消費者

知っている

消費者団体

求権を行使

とは知

9.3

名

適格消費者

（全員に

現在、消費

止めるよう

「適格消費者

（○は１つ）

適格消費者

団体は知っ

3％）」との

は十分とは

平成 20 年国民

年に消費者全

性を備えた消

設けられ、現

知っていまし

適格消費

止請求権

ることを

9

者団体は

るが、適格

体が差止請

使できるこ

らない

3%

適

ら

が

で

名称も内

なく知

8

称だけ知って

16.4%

者団体につ

お聞きしま

費者契約法

に請求でき

者団体」に

） 

者団体が差止

ているが、

の回答が少数

はいえないと

民生活モニタ

全体の利益擁

消費者団体は

在、こうした

たか。次の

費者団体が差

権を行使でき

を知っている

9.5%

適格消費者団

らないが、あ

が差止請求権

できることは

いる

9.2%

容もなんと

っていた

.5%

ていた

内

ついて 

す。） 

法の規定に

きる「差止

に認められて

止請求権を

、適格消費

数となって

と考えられ

ター調査より

擁護のために

内閣総理大臣

た団体により

中から１つだ

体は知

る団体

を行使

知って

内容も含めて

知っていた

2.4%

18

基づき、不

止請求権」が

ています。

を行使できる

費者団体が差

ており、適格

れる。 

り（平成 20 年

に裁判所にお

臣によって認

り、４件の訴

だけ○をつけ

よく

た

不当な契約

が、内閣総

この制度

ることを知

差止請求件

格消費者団

年 10 月～11

おいて差止請

認定を受ける

訴訟が提起さ

けてお答えく

N=
平成

約条項の使用

総理大臣が認

を知ってい

知っている

件を行使でき

団体やその活

月実施）】 

請求権を適切

ることができ

されています

ください。（○

適格消

適格消

使する

全く知らな

72.8

1810

成20年国民生

用中止や勧

認定した団

いましたか

（9.5％）」

きることは

活動内容の

切に行使する

きる「適格消

す。あなたは

○は１つだ

消費者団体も

消費者団体が

る差止請求権

知らない

72.0%

N=1740

なかった

8%

生活モニター

勧誘行為を

団体である

。 

、「適格消

は知らない

の一般への

ことができ

消費者団体」

は適格消費者

け） 

、

が行

権も

ー調査より
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＜参考＞ 

（５）家族構成について  

 

Ｑ17 あなたの世帯の家族構成について、次の中から当てはまるものに○を付けてください。

（○は１つ） 

 

 

  

3.7%

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

0.4%

0.7%

0.8%

0.9%

0.9%

1.1%

1.8%

2.1%

3.6%

4.4%

14.4%

23.9%

40.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

他に分類されない親族世帯

夫婦、妻の親と他の親族（子どもを含まない）

夫婦と夫の親と他の親族（子どもを含まない）

夫婦と他の親族（親、子どもを含まない）

夫婦、子ども、妻の親と他の親族

夫婦、子ども、夫の親と他の親族

兄弟姉妹のみ

夫婦と子どもと他の親族（親を含まない）

非親族世帯

男親と子ども

夫婦と妻の親

夫婦と夫の親

夫婦、子どもと妻の親

夫婦、子どもと夫の親

女親と子ども

単独世帯

夫婦のみ

夫婦と子ども

N=1740



 20

 

Ｑ18 あなたが現在一緒に暮らしている方は何人ですか（自分を含む）。（○は 1 つ） 

 

 

（６）年間収入について  

 

Ｑ19 年間収入（ボーナス等を含めた税込み）について教えて下さい。 

（１）あなたの世帯全体としては、およそどのくらいですか。（○は 1つ） 

 

 

 

0.1%

0.3%

0.5%

2.5%

7.6%

18.9%

25.5%

30.1%

14.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

無回答

８人以上

７人

６人

５人

４人

３人

２人

１人

N=1740 

0.3%

0.5%

1.5%

7.8%

5.5%

4.6%

6.7%

9.7%

11.9%

15.2%

13.5%

13.5%

5.3%

4.2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

無回答

2,000万円以上

1,500-2,000万円未満

1,000-1,500万円未満

900-1,000万円未満

800-900万円未満

700-800万円未満

600-700万円未満

500-600万円未満

400-500万円未満

300-400万円未満

200-300万円未満

100-200万円未満

100万円未満

N=1740 
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Ｑ19 年間収入（ボーナス等を含めた税込み）について教えて下さい。 

（２）あなたご自身だけでは、およそどのくらいですか。（○は 1 つ） 

 

 

（７）住まいについて  

 

Ｑ20 あなたのお住まいは、次のどれに当てはまりますか。（○は 1つ） 

 

 

 

 

0.3%

0.1%

0.2%

1.4%

1.0%

1.5%

2.5%

3.4%

4.8%

8.7%

11.3%

16.0%

14.9%

34.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

無回答

2,000万円以上

1,500-2,000万円未満

1,000-1,500万円未満

900-1,000万円未満

800-900万円未満

700-800万円未満

600-700万円未満

500-600万円未満

400-500万円未満

300-400万円未満

200-300万円未満

100-200万円未満

100万円未満

N=1740 

1.0%

1.0%

1.3%

2.1%

2.7%

18.6%

3.1%

11.1%

59.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

間借りなど

都市機構、公社の借家

給与住宅（社宅・公務員住宅）

公営の賃貸住宅（都道府県営住宅、市区町村…

民営の賃貸住宅（集合住宅）

民営の賃貸住宅（一戸建て）

持ち家（集合住宅）

持ち家（一戸建て）

N=1740


